
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度
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給与水準の適正度   （国との比較）
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [12.7%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [358,818円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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栃木市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
財政力（財政力指数）
　平成１９年度に実施された国からの税源委譲により基準財政収入額が増加し、前年度より０．０１ポイント上昇し０．７８となった。今後は
景気の後退を受け、基準財政収入額の減少に伴い、数値の下降が見込まれる。現在、景気回復後の企業誘致等に備え、インターチェン
ジ周辺開発と工業団地整備に着手しており、今後も税源涵養策として着実に遂行する。また、現在、小学校統合を進めており、これが将
来の基準財政需要額の縮小につながると予想される。
財政構造の弾力性（経常収支比率）
　経常収支比率算出の分母に相当する経常一般財源のうち、市税が税源委譲により増額となったものの、普通交付税を含むその他の経
常一般財源の減少を受け、前年度より３．４％ポイント上昇し、過去最高の９４．０％となった。類似団体平均を０．５％ポイント上回ってい
る。今後とも、扶助費の増加が見込まれる等、さらに数値が上昇する要素を含んでいるため、歳入面では市税収入率の向上等による経常
一般財源の確保に、歳出面では人件費圧縮等に努める。
人件費・物件費等の適正度
　前年度より６９９円減少し、９５，８１６円となっている。類似団体と比較して金額が低くなっている要因として、職員の定員適正化計画に基
づき職員２名を削減したことに加え、賃金、需用費、委託料等の削減が挙げられる。平成２1年度から指定管理者への委託が拡大されるこ
とにより、今後は物件費の増額が予想されるため、職員の定員適正化計画の推進、徹底した事務経費の節減のほか、指定管理以外の施
設の管理は、外部委託から職員の労務に切り替える等、コストの削減に努める。

ラスパイレス指数
　前年度と同じ９９．７で、類似団体平均を２．４ポイント上回っている。今後、更に職務、職責に応じた制度の運用を図り、また、人事評価の
給与への反映など、勤務実績に応じた給与の適正支給に努める。
将来負担の健全度（人口一人当たり地方債残現在高）
　近年、社会資本整備のため栃木駅周辺整備事業等の大規模事業を行ってきたことに伴い、平成１２年度にはピークとなり約３０，３１３百万
円になったが、近年は投資的事業の選択・重点化を行い、平成１９年度には約２３，３８１百万円で、前年度より約１，８３７百万円減少した。
類似団体での平均を下回っているが、世代間の負担の公平化等を考慮し、基礎的財政収支の黒字を堅持する。
公債費負担の健全度（実質公債費比率）
　前年度より４．５％減少し、１２．７％となった。この要因としては、繰上償還を行ったこと、都市計画税の大部分が公債費の特定財源として
算入されるようになったこと、基準財政需要額に算入された公債費が増加したことが挙げられる。
　公債費のピークは平成１９年度であり、今後小中学校の耐震化や産業基盤整備により市債発行額の増加が予想されるものの、公債費全
体への影響は小さいと見込まれるため、実質公債費比率も起債許可基準の１８％を超える可能性は低い。
定員管理の適正化
　前年度より０．０４人上昇し６．８６人となったものの類似団体平均を下回っている。今後も、平成２２年４月１日における総定員を平成１７年

４月１日現在の総定員に対して、５０人（７．９％）の純減を目標とする、定員適正化計画を実行する。


